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はじめに
　1949年の教育職員免許法（免許法）と同法施行規則の制定により、「教
育原理」という科目が誕生した。「教育原理」の名称は、敗戦前の師範学
校の科目や領域にはなかった。これ以降、大学・短大において幼稚園およ
び小・中・高等学校の教諭免許状を取得するためには、「教育原理」とい
う教職科目を履修することが必須要件とされた。「教育原理」はそれから
1988年の免許法改正に伴う同法施行規則改正まで、約40年という長い間、
大学で教員免許状を取得しようとするすべての学生とって必修科目となっ
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た。さらに、その後も「教育原理」という科目名の授業は、多くの大学で
開講されている。
　本稿は、占領下において「教育原理」が教職科目として誕生する経緯と
その内容を検討する。「教育原理」は教育学全体と関わるので、「教育原理」
の検討は占領下の教職カリキュラム改革を検討する上で中心的な作業であ
り、また、戦前・戦後の教育学の連続・非連続の検討にもつながる点で重
要である。
　「教育原理」は重要な教職科目であるが、先行研究は多くない。とくに
占領期にこの科目が誕生する経緯についての研究はほとんどない。そもそ
も、占領下の教員養成改革の研究において、教職カリキュラムの改革や教
育学の変革に関する研究は乏しい。
　戦後の教員養成改革に関する定評のある研究書は、海後宗臣編『教員養
成』（戦後日本の教育改革第８巻）である(1)。戦後教育改革に関する実証
的研究として高い評価を受けている。ただし、この本の研究対象は教員養
成制度が中心であって、教員養成カリキュラムとくに教職科目の検討は乏
しい。また、それも免許状取得要件や履修科目名と年次配当等の検討にと
どまり、教職科目の内容に踏みこんでいない。この本の終章として、「総
括と提言」が置かれている。「総括」の対象は教員養成制
・ ・
度で、それに教
員の需給関係が付加されている。戦前戦中の教員養成教育に対して否定的
な姿勢をとっているが、教職教育・教育学の中味には立ち入らず、したがっ
て、批判や反省は書かれていない。戦前戦中の教師教育の欠陥を、教職教
育・教育学の問題に言及することなく、師範学校制度に帰着させている(2)。
　「提言」の中では、教員養成の教育内容について、一般教育、教科専門
教育、教科教育、教育実習、教職教育に分けて述べているが、教職教育に
関する提言は著しく抽象的である。
　教育学および教育諸科学が、教員養成の教育のなかでどのような位
置を占めるかについては、今後いっそうの学問的探究と教授実践が重
ねられるべきであろう(3)。
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　ほかにも「あり方が根本的に問われるようになった」「あり方が追究さ
れなければならない」などと述べてはいるが、いかなる教職科目あるいは
教育学を履修させるべきかなどの具体的な提言はない。
　さて、占領下の「教育原理」を考察の対象に含んだ研究として、以下の
２点をあげることができる。一つは、入江信三良「教職課程に於ける『教
育原理』の性格について(4)」である。これは、「教育原理」と題する図書
の内容を検討して、「教育原理」の性格について考察したものである。「教
育原理」の科目名の講義や「教育原理」と題する著作が出版されるように
なったのは戦後なので、戦前については「教育学概論」など、それに類す
る図書の全体的な内容を検討している。戦後いかなる経緯で「教育原理」
という科目が誕生し、どのような科目としてとらえられたかについての考
察はない。
　いまひとつの先行研究は、間瀬正次「戦後における『教育原理』の導入
過程とその内容構成(5)」である。これは、第６期と第９期ＩＦＥＬの研究
集録および東京大学教育学部研究室編『教育研究入門』所収の上村福幸「第
1章教育原理」、そしていくつかの『教育原理』のテキストの分析により、「教
育原理」の導入過程と内容構成を検討したものである。ただし、占領期の
教員養成改革の流れとの関連がなく、それぞれの「教育原理」のとらえ方
を簡単に紹介したものとなっている。これに対して本稿は、占領下におけ
るＣＩＥ主導による教職教育の拡充発展の施策に位置づけて検討する。
　ところで、占領下の改革は日本側と占領軍側のアクター間のダイナミズ
ムの中で進められた。教師教育をめぐる日本側の主要アクターは、文部省、
教育刷新委員会（教刷委）、師範学校関係者である。ＣＩＥが教師教育改
革で最も力を入れたのは、教職教育の拡大・充実であった。そして、占領
期間中文部省で教師教育改革の責任者であった玖村敏雄や、東京第一師範
学校校長でのち東京学芸大学学長・日本教育大学協会会長を務めた木下一
雄は、教職教育の拡充に賛同した。これに対し、教育刷新委員会は教職教
育を重視しなかった。そこで、ＣＩＥは1947年秋、教刷委で教師教育改
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革案を審議することをストップさせた(6)。
　ＣＩＥは当初から米国流の教職カリキュラムを日本に普及させようとし
ていた。東京第一師範学校を師範学校カリキュラム改革のモデル校にして、
アメリカのティーチャーズカレッジのカリキュラムを参考に検討させた。
次に、全国の師範学校教員や大学・専門学校等の教育学教員を対象に教員
養成のためのワークショップを行った。1948年秋以降、これをさらに拡
大してＩＦＥＬという大規模な講習会を展開する。6週間または12週間と
いう長期間の講習を1952年3月までに８期にわたって開催したのである。
1948・49年度の第１～４期ＩＦＥＬでは、1948年秋に発足した教育委員
会の教育長、指導主事のための講座が主流であった。教育学部教授を対象
とした講習は、教育学部教授講習として全体で一つの講習にまとめて行わ
れた。しかし、免許法制定後の第５・６期になると、教育学の領域ごとに
講習が行われる。例えば、教育心理、教育評価、教育指導（ガイダンス）、
教育社会学、数学科教育、理科教育そして「教育原理」等々である(7)。そ
して、占領終結後の1952年度には、日本独自で第９期ＩＦＥＬが開かれた。
　ここで本稿における具体的な検討課題を述べる。東京第一師範学校カリ
キュラム案、教員養成のためのワークショップやＩＦＥＬで、「教育原理」
という科目がどのようにとらえられたのか、科目の内容や他の教職科目と
の関連から考察する(8)。また、この時期に刊行された「教育原理」と題す
る初期の図書の内容を検討する。そして、1949年の教育職員免許法・同
法施行規則の制定により、「教育原理」が教職必修科目となったことの意
義を明らかにする。さらに、戦前戦中の教育学や師範学校における教職教
育との連続性と断絶性についても考察する。
　
第１章　敗戦直後の教職教育改革における「教育原理」
１　東京第一師範学校「大学に於ける教育学科のカリキュラム」
　教育刷新委員会では、教師教育の改革をめぐって、いわゆるアカデミシャ
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ンとエデュケーショニストの論争を中心に展開されたことが知られてい
る。そこでは教員養成を目的とする学校の是非が大きな問題となった。し
かし、ＣＩＥと文部省は、当初から教員養成を目的とする学校の存続を前
提として、教師教育内容の改革をはじめていた(9)。教職教育の拡充強化を
はかろうとしていたのである。
　ＣＩＥは、教員養成学校における教職カリキュラムの改革を、モデル校
をつくって進めようと考えた(10)。1946年夏、ＣＩＥ教育課長補佐のトレー
ナー（Joseph C. Trainor)(11)と文部省師範教育課長の玖村敏雄と東京第一師
範学校校長の木下一雄の間で、同校を新しい教職カリキュラム開発のモデ
ル校とすることに合意した。同校の教員と文部省職員がＣＩＥの指導の下
に、８月下旬から12月にかけて準備委員会やプロジェクト会議を20回程
度開催してカリキュラム案を作成した(12)。検討の結果を、同年12月末に『大
学に於ける教育学科のカリキュラム—東京第一師範学校案』と題する全文
41ページの冊子を公表したのである(13)。さらに、翌1947年１月18日に文
部省師範教育課長から各師範学校長へ「学科課程案の研究について(14)」を
通達した。そこでは、各師範学校で教職カリキュラム案を作成することを
求めた。その際、「大学に於ける教育学科のカリキュラム」が添付された
といわれる。
　この冊子は一見して多くの英語が目につく。本文中にも英語の教育用語
がアルファベットのままで記載され、英語だけで書かれた表や英語のみの
ページもみられる。先行研究で、米国のティーチャーズカレッジのカリキュ
ラムが参考にされたことが明らかにされている(15)。それが未消化のまま、
まとめられたものである。
　16ページには、「教育大学の学科課程」の表が掲載されている。東京第
一師範学校の案であるが、英語で書かれている。各学年で履修すべき科目
名の和訳と履修単位数は次のようである。「教育原理」という科目が４年
次に置かれている。
１年次 教育研究法（0.5）　児童の生活と活動（1）　児童の生長と発
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達（3）　学習心理学（1）　各教科の心理(16)（0.5）
２年次 教育評価（2）　学習指導要領（1）　教育方法（1）　学校・
公衆衛生（1）
３年次 教育実習　児童文芸（1）　教育・職業指導（1）　教育社会
学と社会教育（1）　比較教育と学校行政（1）
４年次 教育史（2）　偉大な教育家（1）　教育原理（0.5）　教育哲学
（0.5）
　このカリキュラムにおける「教育原理」の特色として、第１に、教育哲
学とともに最終学年に配当されている点である。第２に、単位数が0.5単
位と少ないこと、また、ほかに教育方法、学校行政や教育史などの科目が
おかれていることから、「教育原理」の目的は、これらの内容を教授する
ことではないと考えられる。なお、「教育原理」が Principles of Education 
であること、すなわち「教育の
・
諸原理」であることが確認される。
　第１点の「教育原理」が最終学年に配当されているのはなぜか。『大学
に於ける教育学科のカリキュラム』は、教職カリキュラムのシーケンスに
ついて、これまでは次のように「理論から実際」であったと述べる。
　従来は、理論から実際へと云ふ道を辿って、先づ教育の諸理論を学
び、そしてそれを実習して終った(17)。
　実際、それまでの師範学校では、まず教育史、そして理論を学んだ後に
実地を行うこととなっていた(18)。
　数年以来、教育史を先きにし、理論を次にし、そして実地を最後に
するといふ系列が立てられた・・・・。理論も実際も一応終わった一つの
小完成品として世に送られたのである(19)。
　なお、戦中時期の師範学校の「教育ノ史的発達」を扱った国定教科書(20)
を見ると、日本教育史だけで欧米教育史は扱ってはいない。しかもその内
容は、国体明徴運動以降の皇国史観に基づくもので、戦前の中でも、この
時期特有の内容であった(21)。
　さて、『大学に於ける教育学科のカリキュラム』では「理論から実際」
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ではなく「実際から理論」とすべきだと説明している。その理由を、以下
のように記している。
　我々実際家は常に現実に立ってゐる。そして日々子供と共に在る。
この子供こそ教育の宝典である。そして、実際より理論へ、具体的な
るものから理論的なるものへ、未分化的なものから分化されたものへ、
･････は、かくて児童研究の常道である。迂路に似て実は堅実な大道
ではなからうか(22)。　
　次に、第２点の「教育原理」の単位数が0.5と少ないのはなぜか。『大学
における教育学科のカリキュラム』に次のように書いてあることから、演
習や討論を想定していたようである。
　Principles of Modern Education, Philosophy of Education,　之等は主と
して Seminary、又は Discussion を以って進められよう。問題によって
は実地に授業してみることもある(23)。
　以上に見たように、『大学に於ける教育学科のカリキュラム』において、
「教育原理」は最終学年に配当され、実際的具体的な教育をふまえて、討
論などによる演習形式の授業と位置づけられていたのである。
　なお、『大学に於ける教育学科のカリキュラム』の中には、戦前戦中の
日本の教職教育や教育学の中味に対する批判や反省はない。
２　教員養成のための研究集会
　1947年夏、「教員養成のための研究集会」が開催された。会場は東京大学、
期間は７月21日から８月15日までの４週間にわたった。文部省と東京大
学の共催、「ＣＩＥ協力」であったが、ＣＩＥの教師教育担当官のカーレー
（Verna A.Carley）の発案で、ＣＩＥの監督指導の下に開催された(24)。その
趣旨は、「教育学心理学の研究を中心に教職的教養の基礎問題を討究」す
ることによって、「新しい教職的教養に対する基礎を確立する」こと、そ
して、研究の成果を学校での児童生徒の教育と現職教員の再教育に及ぼし
て、新教育を発展させることであった(25)。
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　参加者は70数名、前記通知によれば、全国の師範学校・高等師範学校
の教育学・心理学担当教授から１名ずつで、「英文読解力があれば研究上
好都合である」と記されている。参加者はほかに、「教員養成に密接な関
係ある」全国の官公私立大学・専門学校の教授より１名とされた。講師は、
東京大学その他の大学教員、文部省職員、ＣＩＥ職員などであった。東大
教授では岡部弥太郎、上村福幸、海後宗臣など、文部省職員は玖村敏雄、
ＣＩＥ職員はカーレー、トレーナー、ヘファナン（Helen　Heffernan）、オ
ズボーン（Monta L. Osborne）などである。
　教員養成のための研究集会では、全員参加の講義・協議のほかに､ 参加
者がグループに分かれて班別研究を行った。教育の心理的基礎、教育の社
会的基礎、教育の行政・経営に関する研究のそれぞれについて、３～４の
課題ごとに、全部で11グループがつくられた。各班の研究成果は『教員
養成のための研究集会記録［二］』として、全文111ページの謄写印刷の
冊子にまとめられた。目次は次の通りである。
第１部　教育の心理的基礎に関する研究
（1）学業成績及び智能のエバリュエーション
（2）行動と環境のエバリュエーション
（3）人格の問題
（4）教育心理学に就いて
第２部　教育の社会的基礎に関する研究
（1）教育原理の社会的基礎
（2）教育社会学の問題と方法
（3）コムュニティ・スクールについて
第３節　教育の行政及経営に関する研究
（1）教育制度上の諸問題
（2）カリキュラム構成の原理と方法
（3）教育方法上の諸問題
（4）教員養成の諸問題
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　「教育原理」は、第２部（1）「教育の社会的基礎に関する研究」の中に、
「教育原理の社会的基礎」として位置づけられている。その内容は、敗戦
後の教育目的を再考するというものであった。
　敗戦日本の現実の姿を振返って見て、そこから今後の日本の教育に
於て特に力説されなければならない教育の目的はどんなものだらう
か、殊に教員養成の立場からどんな点が強調されなければならないだ
らうかという観点に立って、その幾つかを拾って重点的に考察したの
である(26)
　そして、「精神的方面からの反省」として、今後は民主国家建設のために、
個性の尊重、社会への適応、社会の改造、科学精神の徹底が求められるこ
と、「物質的方面からの反省」として、科学教育の振興と、実生活と結び
ついた技術教育・勤労教育・生産教育の重要性を述べている。また、今後
の教員養成では、共同の精神と寛容の態度、政治的宗教的中立性、科学的
探究心の養成がとくに重要であると述べている。さらに、教員養成におけ
る一般教育と教職教養について考察している(27)。
　以上のように、教員養成のための研究集会では、「教育原理」の内容は
教育の目的の検討であった。
　「教育原理」の班とは別に、教員養成をテーマに検討を行ったグループ
もある。『教員養成のための研究集会記録［二］』の第３節「教育の行政及
経営に関する研究」（4）が「教員養成の諸問題」である。従来の教職教養
を観念的・抽象的だと批判していることが注目される。
　理論的方面に於いては今迄のような観念的抽象的教育学や心理学で
あってはならない。実地的方面に於いては附属学校などにしても、今
後は教育現実の具体的探究方式を経験、体得せしめねばならない(28)。
　これまでの教職教育を観念的・抽象的と批判している。しかし、師範学
校教育科の教育や教育学の内容に対する具体的な批判や反省は、２冊の『教
員養成のための研究集会記録』には見ることができない。
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３　第１・２期ＩＦＥＬの教育学教員講習
　師範学校、高等師範学校をはじめ大学、専門学校などで教員養成を担当
する教員を対象とする大規模な講習の先駆けが、「教員養成のための研究
集会」であった。翌年秋からは、ＩＦＥＬの中で、教員養成担当教員向け
の長期間の講習に引き継がれる。
　ＩＦＥＬとは、the Institute for Educational Leadershipの略称で、日本名は
初め「教育長等講習」で、1950年度から「教育指導者講習」に改められ
たが、一般に「アイフェル」と呼ばれた。ＩＦＥＬは占領下において、Ｃ
ＩＥの指導の下に、1948年10月から1952年３月までの間に８期にわたっ
て開催された。８期までの受講者は9300人をこえ、日本人講師約560人、
米国人講師90余人に上ったのである。ＩＦＥＬの各コースの期間は６週
間または12週間という長期にわたるものが主流であった。なお、占領終
結後、1952年度にいわゆる第９期ＩＦＥＬが米国の指導を受けずに行わ
れた。敗戦後間もない食糧難、住宅難の時期に、大規模な長期間にわたる
講習会がくり返し行われたのである(29)。
　既述のように、ＩＦＥＬの第１期から第４期までは、教育長・指導主事
の養成が中心であった。教育学教員向けの講座が中心となるのは、第５期
以降である。しかし、第１～４期にも、いくつかの会場で、教育学教員を
対象とする講座が置かれた。すでに1947年５月９日に教育刷新委員会が
「教員養成に関すること（其の一）」の決議を行い、その中で、「教育者の
育成を主とする学芸大学」で教員を養成する決めていた。にもかかわらず、
ＩＦＥＬで「教育学
・ ・
部教授講習」という名称を用いている点に、ＣＩＥが
教員養成学部を存置させる方針であったことがあらわれている。
　第１・２期の教育学部教授講習は東京学芸大学で開催された。このうち
の第２期に東京学芸大学（東京第一師範学校男子部）で行われた教育学部
教授講習は、受講者が作成した研究集録が残っている。『民主日本におけ
る教育指導者の養成・大学教育学部第２次長期教授講習会報告書』と題す
る謄写印刷の全165ページの報告書である(30)。この講習の期間は1949年1
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月14日から3月31日までの11週間、師範学校や教員養成課程を持つ大学や
教員養成学校の教育学・心理学の教員で、全国から80数名が受講した(31)。
　受講者は、研究テーマごとにグループに分かれて研究活動を行った。そ
の研究報告書が『民主日本における教育指導者の養成』である。教職課程
の研究グループは次の８つの班で、そのひとつが「学校教育の原理」があっ
た。
教育の社会学的基礎、教育の心理学的基礎、学校教育の原理、カリキュ
ラムの編成、教育行政及び管理、学校図書館の運営、学校経営及び指
導、教育評価及び調査(32)
　ここには教育哲学や教育史が見られない。他の班の研究内容を見ると、
「学校教育の原理」は教育哲学や教育史を扱うように見られる。
　では、報告書の「教育原理」のページを見よう。ここでは、従来の教育
原理に類する教育学概論等の科目に対して、「思弁的非実際的」な内容を
講義するもので「説教的域を脱しなかった」ときびしく批判した(33)。
　さらに、従来、高等師範学校の卒業者には、どの学科を卒業した者に対
してもほとんどすべて師範学校教育科の教員免許状を与えた。そのため、
教育学に関する講義は「最も平板な興味のないもの」になり、「教師たる
為に已むを得ず知っておかなければならない化石した知識の集積であった
のである(34)」と述べた。そして次のように続けた。
　この為に、教育学無用の論が発生し、総合大学の理学部などに於て
は、教育学的教養を全く与えることなしに教員免許状の下附が行はれ、
教職教養の無い者の方が、かへつて優秀な教師たり得るという論拠さ
えも与えるに至ったのである(35)。
　このような反省の上に、教育学を立て直さなければならないと述べる。
　わが国の教育学が置かれた此の様な事態に対して痛切に反省し、教
育学の無力を直視し、真に実証科学としての教育学を樹立する事に
よって、教職教養が将来教師及教育指導者たらんとする者の為に必須
不可欠なものである事を証示しなければならない(36)。
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　教育学を学んでいない者によって質の低い教育学が教授されていたため
に、教育学無用論が生まれた。その反省から、立派な教育学を樹立して、
それをきちんと学んだ教員によって教育学を教えるよう改めるべきだとい
うのである。
　さて、この報告書では、「教育原理」を３段階のコースに分けて教授す
べきだと述べる。第１は教育学入門のための初歩的課程で、大学１年生ま
たは２年生を対象とする。次のような単元構成をあげている。
単元１　我が国教育の過去と将来
単元２　学校教育
単元３　学習指導及び生活指導
単元４　学習組織及び教育行政
単元５　社会と教育
　第２の「教育原理」は、教育実習を行う者のために予備的段階として研
究させるべき教育の一般原理で、３年または４年生を対象とする。第２段
階の「教育原理」、すなわち教育実習の予備としての教育の一般原理とし
ての「教育原理」は次の５つの単元から構成されるとする(37)。
単元１　教育の意義
単元２　教育の３層
（1）社会生活の形成作用
（2）社会施設の形成作用
（3）指導による人間形成
単元３　教育の理想、目的、目標
単元４　教育の原理
（1）自発性の原理（生命発達の原理）
（2）個性の原理（人間性の具体相）
（3）社会性の原理（共同作業の原理）
（4）自由の原理（人格活動の原理）
（5）統合の原理（全人的発展の原理）
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単元５　人間とは何か
　これは、「教育実習と並行して、実習上当面する諸問題の教育学的研究
課程(38)」であるという。
　ただし、「教育原理」を「教育の諸基底」とする別案も掲げている。「教
育活動が依つて立つ背景としての基礎的諸学の構造と内容を明にする方
法」で、その場合の単元は次のような構成になると説明している。
単元１　教育の生物学的基底
単元２　教育の心理学的基底
単元３　教育の社会学的基底
単元４　教育の歴史的基底
単元５　教育の哲学的基底
　「教育原理」の第３は教育哲学で、「教職教養の最終の総括的段階(39)」で
ある。大学４年または大学院の科目として設定されるという。単元は次の
ようである。
単元１　教育哲学の歴史
単元２　現代教育哲学の動向
単元３　教育現象の構造
単元４　社会と教育
単元５　政治と教育
　そして、教育原理研究班の報告の「むすび」には、「真の教
・ ・ ・ ・
育哲学の樹
立と、その正しい探究方法の発見とは火急の要務でなければならぬ(40)」（傍
点は引用者が付した）と書いていることが注目される。
　以上に見たように、東京学芸大学で行われた第２期ＩＦＥＬの教育学部
教授講習では、「教育原理」に①教育学入門、②教育実習で直面する諸問
題に共通する一般原理、③教育哲学の３つの類型があるとされたのである。
この３類型は、第５･ ６期ＩＦＥＬでも登場する。
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第２章　教育職員免許法同法施行規則制定後の「教育原理」
１　教育職員免許法･同法施行規則の制定による「教育原理」の成立
　1949年５月22日、教育職員免許法（免許法）が可決、成立した。免許
法は多くの教職科目の履修を要件とした。１級免許状は、小学校・幼稚園
が25単位、中学校・高等学校が20単位、２級免許状は小学校・幼稚園が
20単位、中学校・高等学校が15単位であった（免許法第５条）。
　同年11月１日制定の免許法施行規則で、「教育原理」が誕生した。「教
育原理」は教職必修科目で、幼稚園または小学校教諭の場合は４単位、中
学校または高等学校の場合は３単位必修となった。「教育原理」以外の必
修科目は、幼稚園・小学校の場合は「教育心理学」または「児童心理学」
4単位と「教育実習」４単位であり、中学校･高等学校の場合は、「教育心
理学」または「青年心理学」３単位、「教科教育法」３単位、「教育実習」
３単位であった（免許法施行規則第５、６条）。
　必修以外の科目として例示された科目は以下の通りである。
教育哲学、教育史、教育社会学、教育行政学、教育統計学、図書館学
　「教育哲学」「教育史」がここに掲げられたのである。なお、例示科目の
ほかに、「その他大学の適宜加える教職に関する専門科目」も掲げられて
いる。
　重要な点は、「教育原理（教育課程、教育方法及び指導を含む。）」の括
弧書きである。教育哲学や教育史は「教育原理」とは別の科目として規定
された。他方、教育課程、教育方法そして指導を含む科目として「教育原
理」が設けられた。そのため、教育課程、教育方法、指導は、選択科目の
例示から外れた。
　ところで、既述のように、ＣＩＥは教職科目を拡大・充実させることを
意図していた。上に見たような要件はＣＩＥにとって必ずしも十分なもの
ではなかった。この点について玖村敏雄は、後に次のように書いている。
　免許法によって教員として必要な課程が定められ、教職学科は必修
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と選択とを加えて相当重視されることになった。しかしＣＩＥは必ず
しもそれで満足したわけではなかったが、選択科目に将来設置される
ことの望ましい教職科目を列挙することで妥協したわけである(41)。
　教職科目を重視するＣＩＥにとって、免許法と施行規則の定める免許資
格要件は、満足できない妥協の産物であった。「教育原理（教育課程、教
育方法及び指導を含む。）」は、妥協の中心であったと考えられる。
２　第３期ＩＦＥＬの教育学部教授講習
　1949年10月10日から12月23日までの期間、第３期ＩＦＥＬが開催され
た。第３期の場合は東北大学、東京大学、京都大学、九州大学で教育学教
員講習が開かれた。この間、1949年11月には免許法施行規則が制定された。
既述のように、施行規則によれば、教職必修科目の「教育原理」には括弧
書きで「教育課程、教育方法および指導を含む」と定められた。そこで、
この時期以降のＩＦＥＬでは、「教育原理」は教育哲学を意味するのでは
なく、これらの諸事項も含むことが前提となる。
　東北大学で開催されたＩＦＥＬでは、教育学部教授講習の参加者は、教
育長･指導主事講習の班に所属しながら、同時に教育学教授講習の班の会
合を開いて教職課程を検討するという方法であったため、教職カリキュラ
ムの検討に十分な時間を割くことができなかった(42)。東北大学会場の研究
報告書は、４つの班の研究活動報告を１冊にまとめたもので、全文304ペー
ジであった。ところが、このような事情により、教育学部教授講習班の報
告は４ページの記述とProfessional Courses と題する英文の教職カリキュラ
ム表のみとなっている。この表を見ると「教育原理」という科目は設けず、
①教育入門、②初等学校の指導（ガイダンス）または中等学校の指導、③
初等学校の教育課程・方法または中等学校の教育課程・方法の科目を置き、
それらを履修することで「教育原理」という領域の単位を修得することと
なっている。
　九州大学会場で開催されたＩＦＥＬの教育学部教授講習では、精力的な
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研究活動が行われ、研究集録の中には教育学部教授講習の研究成果が70
ページにわたって掲載されている。その内容は、主に小学校・幼稚園の教
員養成および中学校･高等学校の教員養成について1年課程、２年課程、４
年課程のそれぞれについて、取得免許状の組み合わせや履修科目等につい
て検討したものである。
　すなわち、小学校教諭１級普通免許状とともに幼稚園教諭免許状や中学
校社会科免許状を修得する場合や、中学校で複数教科の免許状を取得する
場合の履修のし方などである。他には、教員免許状取得のための夏期講習
のカリキュラムや校長･教育長･指導主事免許状取得のための履修科目等の
検討である。
　教職科目の学年配当表を見ると、必修科目として、「教育原理」とは別
に教育課程、教育指導、教育方法、学校組織が並んでいる。４年課程の場
合は1年次に教育原理２単位必修、２年次に教育課程・教育指導・教育方法・
学校組織を合わせて２単位必修である。１・２年課程の場合は、１年前期
で教育原理１単位必修、１年後期で教育課程・教育指導・教育方法・学校
組織を２単位必修となっている。どちらも「教育原理」を１年次の配当科
目としている点が特徴である(43)。
　教職教育の中身に関する研究成果は、翌1950年12月に首藤貞美編『新
しい教師の技術---現職教育の指標(44)』として刊行された。この書物には、
新しい教師の課題、新しい教師と社会、コンミュニティ参加の技術、カリ
キュラム構成の技術、学習指導の技術、教育診断の技術、精神衛生の技術、
教育評価の技術、職業指導の技術、教師教育の技術、現職教育の技術など
の章が並んでいる。しかし、この中には「教育原理」と題する項目はない。
３　第５・６期ＩＦＥＬの「教育原理」講座
（1）教育指導者講習会の開催
　繰り返し述べたように、1949年に免許法と同法施行規則が制定された。
教職科目として、教育心理学（児童心理学または青年心理学）、教育原理、
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教育実習、教科教育法のほか、教育哲学、教育史、教育社会学、教育行政
学、教育統計学、図書館学などが置かれるようになった。これらの教職科
目は、それまでの教育科目とは異なるものであった。当時文部省の担当者
は、新しい教職科目は「従来のようにたゞ一般心理学とか哲学的な教育史
などを講義することを主とするもの」ではなく(45)、「わが国の学者にとっ
ては比較的新しい分野(46)」であると述べた。
　そこで1950年度に開催された第５・６期ＩＦＥＬは、新制大学において、
従来とは異なる教職科目を担当する教員の養成・再教育を重点的に行った
のである。文部省は、各都道府県の教員養成大学・学部または教育委員会
の関係者の中から、すでに教職員の養成や現職教育を担当している者か、
将来担当させる予定の者をＩＦＥＬに参加させるよう要請した(47)。
　こうして、第４期までは教育長・指導主事の養成が主な目的であったが、
第５・６期ＩＦＥＬは、教職員の養成や現職教育を担当する大学教員の講
習が中心となった。ＩＦＥＬの日本名も従来の「教育長等講習」から「教
育指導者講習」にかわる。
　開設講座は25を数え、講座ごとにアメリカ人講師１名、日本人専任講
師１名、日本人科主任講師１名の計３名による講師団が作られた。それぞ
れの講座に約30名の受講者が所属し、主として午前中は講義を受け、午
後は受講者主体のワークショップによる共同研究活動が行われた(48)。
　第５・６期ＩＦＥＬの場合、すべての講座の研究成果が研究集録として
刊行されている。謄写印刷で、各冊200 ～ 300ページほどで、全25部36冊
におよぶ。研究集録は大量に印刷され、「シリーズの形として関係方面に
頒布(49)」されたのであった。第５・６期ＩＦＥＬの研究集録の序文には、
以下のような共通の文面が書かれている。
　従来我国で充分な専門的研究をもたなかった科目、或は全く未開拓
のまゝ放置されてあった分野迄も包括して、相当広い範囲の研究が採
録されて居るのである。勿論これらが凡て完成されたものと云うわけ
ではなく、むしろその研究の新しい緒とも云うべきものかも知れない
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が、却ってこれだけに考えさせられ、多くの問題を含んで居ると思わ
れるので、一つの研究資料として価値あるものとすることが出来よう
(50)。
　文部省は、各大学に研究集録を寄贈するにあたって次のように述べている。
　この研究集録は、一般教育をも含め、教職課程の全分野にわたりそ
の新しい内容や方法につき共同研究を行った成果を集録したもので、
教員養成や現職教育の新しい、しかも貴重な資料と思はれますので、
図書館等に保管し、広く関係者の利用に供せられるよう御配意の程を
お願い致します(51)。
　米人講師を通じて米国流の教育学を受講者が学び、研究成果を研究集録に
まとめる。文部省はそれを全国の大学に送り、各大学の教育学教員は研究集
録で米国流の新しい教職教育を学んで、各大学で展開するというのであった。
（2）教育原理講座の概要
　文部省は、1950年11月17日の通知「教育指導者講習(IFEL)第２期開講
について」で、講座ごとにその内容や運営方法、参加者の条件を説明した。
教育原理講座の研究内容は次のようであった。
　民主主義により日本の教育的、政治的、道徳的、宗教的、社会的、
知的伝統が深い影響を受けている現状に鑑み、この基盤においての教
育の理論を再考し、資料の検討、教育方法について研究する(52)。
　民主主義にふさわしい教育理論の研究をするのだという。そして、この
講座における研究課程の例示として、①教育の本質及び目的、②教育の歴
史的社会的心理的基礎、③学校と社会、④カリキュラム及び評価、⑤教育
制度及び教育行政の考察などをあげている。したがって、ここでの「教育
原理」は教育哲学ではなく、教育学全般に及ぶものであった。ただし、免
許法施行規則で括弧書きの中に記されていた「指導」は例示の中にあげら
れてはいない。
　受講者は将来教員養成または現職教育を担当予定の者で、「この科目に
143
高橋　教職科目「教育原理」誕生の研究―占領下の教職カリキュラム改革―
関する研究又は教育業績を有すること」が条件とされた(53)。第５期は19名、
第６期は23名で、年齢と勤務先の内訳は表１、２の通りである(54)。
表１　教育原理受講者の年齢別内訳
年齢 第５期 第６期
56 ～ 60 1 1
51 ～ 55 1 1
46 ～ 50 2 0
41 ～ 45 6 8
36 ～ 40 3 7
31 ～ 35 3 4
26 ～ 30 3 2
計 19 23
表２　教育原理受講者の勤務先等内訳
勤務先 第５期 第６期
大学・短大　 （教授） 4 6
      　  　 （助教授） 4 5
    　　　 　 （講師） 5 2
      　　      （助手） 1 0
        　 （分校主事） 1 0
                （その他） 0 1
高等学校 0 5
中学校 1 0
教育委員会 0 3
教育研修所 3 0
教員養成所 0 1
計 19 23
　第５・６期ＩＦＥＬでは、講座ごとに米国人講師１名と日本人講師２名が
置かれたことは既に述べた。教育原理講座の日本人講師のうちの一人は東京
大学教授の上村福幸で、もう一人は当初、同大学助教授の大田堯であったが、
病気と多忙のために第５期ＩＦＥＬ開始後まもなく辞任した。かわりに、１
年間のアメリカ留学から帰国したばかりの岡津守彦が講師となった(55)。
　米人講師のバルー（Richard Boyd Ballou）は、アマースト大学を卒業、
1937年にハーバード大学より教育学の博士号を取得、翌年スミス大学に赴
任、1947年から次年にかけてパリでユネスコの教育部長補佐を務めた。そ
の後ニューヨークのデラウェア大学教授となり、1950年にセントルイスに
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あるワシントン大学教育学部長となった。1954年にラトガース大学に移っ
て教育学部長となったが、翌年心臓麻痺で他界、44歳の若さであった(56)。
経歴から、当時の米国における一流の教育学者であったことがうかがえる。
　バルーは著書『個人と国家—教育への現代的挑戦』を1953年に出版し
た(57)。その著者紹介は、全文６行という短いものであるにもかかわらず、
彼がＩＦＥＬの講師として東京大学で教えたことが記されている。
　第５、６期の受講者はそれぞれ講習会における研究内容をまとめた。し
かし、「基本的な諸原理と現代日本の教育のもつ主要な問題との関係をはっ
きりさせるために(58)」、第６期の受講者たちは第５期のレポートを徹底的に
分析し、問題点を討論して書き改めた。これが『第６回教育指導者講習研
究集録・教育原理』の第１部であり、「優れた教育実践を規定する」諸々の
基本原理を分析したのであった(59)。
　とはいえ、第６期の「教育原理」講習が第５期よりも成功したというわ
けではない。むしろ逆である。バルーが作成した講習活動の報告書には、
第５期の受講者の方が、能力、経験のいずれにおいても明らかに優れてい
たと記されている。また、第６期は学年末にあたり、本務校の用事をどう
してもこなさなければならないという理由で、講習を欠席する者が多かっ
たことが報告されている(60)。
（3）教育原理講座の研究集録の構成
　さて、「教育原理」の研究集録の内容を見よう。第１部は「教育原理の
概観」と題して12章からなっている。
第１章　教育の本質
第２章　教育の歴史的基礎
第３章　教育の心理的基礎
第４章　教育の社会的基礎
第５章　社会生活における教師の地位
第６章　教育の目的
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第７章　教育の内容
第８章　教育の方法
第９章　学校行政
第10章　家庭教育
第11章　社会教育
第12章　特殊教育
　第５・６期ＩＦＥＬでは、これらのテーマについて別の講座が開かれている。
教育心理、教育社会学、特殊教育の講座である。また、社会教育とほぼ同じ
ものとして成人教育の講座があり、教育の内容および教育の方法に対応する
ものとして、教育課程及び教授法の講座が小学校と中等学校についてそれぞ
れ置かれていた。第9章の「学校行政」の領域は、内容を見ると、小学校・
中等学校の管理および生徒指導の講座と重なる部分が大きいものであった。
　第２部は「問題の原理的研究」と題して５つの問題をとり上げて研究結
果をまとめている。
１．６・３制に関する問題
２．学力に関する考察
３．一般教育と職業教育
４．道徳教育の問題
５．教師論
　他の講座ではなく、教育原理講座でこそとりあげられるべき問題をあえ
てあげるならば、道徳教育の問題と教師論の２つであり、それ以外の３つ
の課題は他の講座の研究テーマである。すなわち、教育原理講座でとりあ
げた内容は、教育の目的・本質といった教育哲学で扱う分野のほかに、様々
の領域を含んだのである。
　既述のように、免許法施行規則は、教育原理には教育課程、教育方法お
よび指導を含むことを括弧書きで定めた(61)。したがって、これらの内容が
教育原理講座での研究内容に含まれたのは当然であるが、それ以外の領域
も含まれている。さらに免許法施行規則上、別の必修科目であった教育心
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理学までもが入れられている点が注目される。
　第１部第１章「教育の本質」や第６章「教育の目的」の章が置かれてい
るが、アメリカの教育哲学はここでどのように扱われているのだろうか。
実は、アメリカの教育哲学がとくにとりあげられているわけではない。バ
ルーの報告書からも、彼がとくにアメリカの教育哲学を学ばせようとした
ようすはうかがわれない。
　第２部「５．教師論」中の教員養成教育の課程を扱った箇所で、「もっ
とも今日の進んだ科学的実証的な、教職的教養の履修過程を示してくれて
いるものは、アメリカの Teacher's College の案である(62)」と述べて、その
要点を記しているが、「教育原理」またはそれに類似した科目がどこに位
置付き、いかなる内容を含むのかに関しては、不明確である。
　以上に見たように、ＩＦＥＬの教育原理講座の研究内容は、教育の各分
野および教育学の各領域を通じた概念・原理・思想・方法等の研究であっ
て、教育哲学・教育思想の研究ではなかった。まして、日本で主流を占め
てきた、ドイツからの強い影響を受けた教育哲学・教育思想史にかわるも
のとして、アメリカのプラグマティズムにもとづく教育哲学が対置された
わけではなかった。
（4）教育原理講座における「教育原理」
　本研究集録は序文で「教育原理」について３つの分類をあげている。第
１に教育研究の入門ないし総論、第２は分化した各教育学の領域に共通し
た概念・原理・思想・方法等に関する理解と訓練、第３が教育哲学である(63)。
　教育研究の入門ないし総論としての「教育原理」の説明から抜粋しよう。
　一口に教育とはいっても、それは、･･････さまざまな教育活動を含
み、教育の目的や方法、行政、財政、管理、その他種々の面が交錯し
ており、それを歴史的、社会的、あるいは心理的に調和された観点、
方法をもって、広い科学的な攻究と深い哲学的な思索による統合、統
一された基礎から考察することは、単に学述的な点からのみではなく、
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実際の問題を解決するためにもぜひ必要なことである。従って、この
ような観点から、ややもすれば一面的に進みやすい初学者に対し、広
汎な教育研究の全体を概観し、その基本的な原理を知って、教育の研
究に対する一般的な理解と展望とを与えることは教育原理の重要な役
割の一つである(64)。
　その内容は、「広汎な教育研究の全体を概観」して「基本的な原理を知」
るのであるから、「教育の目的や方法、行政、財政、管理、その他種々の面」
を扱うことになる。
　次に、第２の「分化した各領域に関連のある共通した基本的な概念や原
理、思想、方法(65)」の場合を見よう。これは、入門でもなく、集大成でも
ないと説明されている。
　どの問題からとりかかっても必ずつき当る一般的な、基本的な問題
の層のあることがわかるであろう。われわれは、このような層にぶつ
かったとき、ついに集合的、哲学的な考察を必要とする段階にいたる。
その辺のことがらをあつかうのが、教育原理の主要な目的の一つとな
るのである(66)。
　様々な教育問題を解決しようとする際に、共通基盤となっている問題を
考察するのが「教育原理」であるという。「哲学的な考察を必要とする」
と言うが、教育哲学とは別である。
　そして第３の教育哲学としての「教育原理」の説明を見よう。
　教育原理は、教育学の全体に対して、統一的、体系的に位置ずけを
行おうとする。････教育原理の終局的な任務は、教育学の全領域にわ
たって研究が活発に正しく行われるように方向ずけることである。（中
略）教育原理のもつべきこのような任務は、多くの場合、教育哲学の
名においてなされるであろう。従って、この意味においては、コース
としての教育原理は教育哲学と異なるものではない(67)。
　教育学全体を統一的・体系的に位置づけるものであるという。
　以上、第６期ＩＦＥＬ教育原理講座での「教育原理」の３つの類型を見
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た。研究集録の序は最後に、実際に行う「教育原理」の授業について、「ど
こに重点をおくかは、そのコースをうける者の実質とその担当せんとする
実際的任務とによってきめられるべきである」、「教育原理一般としては、
そのいずれをも何ほどか含んでおり、また、いずれをも欠くことはない」
と結んでいる(68)。
　ＩＦＥＬ第６期講習は、1951年３月に終了した。この年の８月、東京
大学教育学部の教員たちが執筆した『教育研究入門』という図書が出版さ
れた。この中で、ＩＦＥＬ第５・６期の教育原理講座の講師を務めた上村
福幸が、第１章「教育原理」の執筆を担当した。上村が「教育原理」をど
のようにとらえたのか、その内容を見よう。
　まず、日本で「教育原理」の名称が一般に用いられるようになったのは
戦後のことであるが、従来の教育学概論等と同じであると述べる。
　従前には教育学概論、教育学概説、教育学要綱、教育学原論、教育
大意等種々の名称によって呼ばれていたが、･･････こんにち教育原理
と称するものと別個のものではなく、ただ、時代的に新旧の形態の相
違がみられる位のものである(69)。
　また、米国でも「大体同様」で「はっきりした区分」はなく、Principles 
of Education, Introduction to Education, Outlines of Education, Fundamentals of 
Education など、総論・概説であり、しばしば　Philosophy of Educaition と
同様であると説明している(70)。
　そして、現在日本で用いられる３つのタイプをあげている。①教育研究
の入門ないし総論、②分化した各教育学の分野に共通する基本的な意義、
問題、概念、思想等、③教育哲学で(71)、先に見たＩＦＥＬの研究集録と同
様の説明をしている。
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第９期ＩＦＥＬの「教員養成カリキュラム」
　既述のように、ＩＦＥＬはＣＩＥの強力な指導の下に展開された。しか
し、占領終結後、アメリカ人講師の参加なしに第９期ＩＦＥＬが開催され
た。開設大学は、東京教育大学、東京工業大学、東京学芸大学、東京芸術
大学、お茶の水女子大学、広島大学の６大学である。開設講座は、教科教
育法、附属小・中等学校教育、小・中等学校管理、教員養成カリキュラム
で、期間は多くは６週間であったが、附属学校教育は３週間、教員養成カ
リキュラムは２週間であった(72)。
　「教員養成カリキュラム」は教員養成大学のカリキュラムを検討する講
習であった。「昭和27年度教育指導者講習実施要項」から抜粋しよう。
　教員養成学部の教育課程の組織、編成、教育内容等について研究し、
教員養成学部の教育課程の基準となるべきものを作成する(73)。
　このように、教員養成学部の教育課程の基準を作成するためのもので
あった。そこで、参加者について、「教員養成を主とする大学々部は必ず
１名を推薦すること(74)」とされたのである。
　会場の東京学芸大学に、全国から学芸大学･教育学部の教育学教員のほ
か、教科専門科目または一般教育担当の教員や大学職員も含め、41名が
参加した(75)。研究内容は、教員養成カリキュラムについて、一般教育、教
科専門科目、教職専門科目に関する検討のほか、単位履修の方法、カリキュ
ラムの運営などであった。研究集録を見ると、教職科目の構成を次のよう
に分類している(76)。
１．教育学（教育原理、教育技術、教育経営等）
２．教育心理学（教育心理、発達心理、指導技術等）
３．教科教育学
４．教育実習
　「教育原理」とともに教育技術、教育経営学が並記されている。「教職科
目組織案」は、領域ごとの教職科目名と単位数が示されている。教育学科
と教育心理学科の部分を抜き出すと、表３のようである(77)。
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表３　教職科目組織案
学科名 科目名 必修科目 単位数 選択必修科目 単位数 選択科目 単位数
教育学科
教育原理 教育原理 2
教育哲学 2
保育原理 1教育史 2
教育社会学 2
教育技術学
教育課程 2
指導 2 視聴覚教育 2
教育方法 2
教育経営学 教育法規 1
教育行政学 2
学校管理 2
教育財政学 1
学校建築 1
社会教育 1
学校衛生 1
図書館学 1
教育心理学科
教育心理学 教育心理学 2
教育評価 2
教育統計学 1
社会心理学 1
学習心理学 1
教科心理学 1
教育心理学実験 2
発達心理学
児童心理学 2 児童研究 1 幼児心理学 1
青年心理学 2 青年研究 1 幼児研究 1
指導技術学
性格心理学 2
臨床心理学 2
相談技術 2
精神検査 2
心理療法 2
精神衛生 2
職業指導 2
注：「教科教育学科」と「教育実習」は省略した。
出典：昭和27年度教育指導者講習会編『第９回教育指導者講習研究集録・教員養成カリ
キュラム』1952年、23ページより抜粋
　「教育原理」の科目とは別に、教育課程や教育方法が必修科目として置
かれている。また、教育社会学が「教育原理」の領域に含まれていること
が注目される。
　ほかに、教職科目の年次配当表が掲載されている。「教育原理」の履修
時期を見ると、２年課程の場合は１年前期である。４年課程の場合は２年
前期であるが、「教育原理」より前に履修する教職科目を見ると、１年次
後期に、小学校の場合は児童心理学（２単位）と幼児心理学（１単位）、
中学校では青年心理学（２単位）だけである(78)。選択必修科目として「教
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育哲学」があり、２年課程は２年次後期、４年課程は４年次後期に置かれ
ている。研究集録には、「教育原理」の内容についての説明はないが、「教
育原理」は教育教育学の入門的科目として位置づけられたことがわかる。
第３章　初期の「教育原理」教科書
　1949年４月に新制大学が発足し、５月に免許法、11月に同法施行規則
が制定されて、大学生が新しい教職科目を学ぶこととなった。また、現職
教員が新しい免許状に切りかえたり上級免許状を取得するための現職教育
も始まる。そのための教科書が「教育原理」の実際の内容に影響する。そ
こで、「教育原理」の教科書を検討することにしよう。
　戦後いち早く出版された『教育原理』と題する図書として、以下をあげ
ることができる。
東京教育大学内教育学研究室編『教育原理』教育大学講座第1巻、金
子書房、1950年5月
石山脩平編『教育原理』教職教養シリーズ第１巻、誠文堂新光社、
1950年8月
海後宗臣著『教育原理』朝倉書店、1950年11月
文部省『初等教育の原理』（日本教育大学協会選定、文部省認定通信
教育）東洋館、1951年6月
日本教育大学協会編『中等教育原理』（文部省認定通信教育）日本教
育大学協会、1951年6月
日本教育大学協会編『教育原理』（文部省認定通信教育）日本大学教
育学会、1951年9月
　これらの図書は、「教育原理」をどのようにとらえていたのであろうか。
内容としていかなる事項をとり上げていたのであろうか。以下に見ていく
ことにする。
　東京教育大学内教育学研究室編の『教育原理』の構成と著者は以下の通
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りである。
教育原論 山極真衛
現代教育の基調   山田　栄
社会的人間形成としての教育 大浦　猛
教師論 石　三次郎
　序において、編集責任者の山極真衛が次のように、同書の内容は「教育
原理」ではないと述べている。
　本書は、「教育大学講座」の第１巻として、教育の一般的意味を明
らかし、教育学の全体の問題を概観する「序説的」な役割を以て書か
れたものである。それ故に科学的、理論的の意味でいかめしく「教育
原理」とか、「教育原論」と呼ぶにふさわしいものではない(79)。
　ここでイメージしている「教育原理」は、教育学全体を体系的に論じる
ものである。当時の一般の読者が「教育原理」と聞けば、まさにこのよう
なものとしてとらえるであろう。しかし、本稿でみてきたように、「教育
原理」は一義的ではなく、序説や入門も「教育原理」となり得た。この本
は教育学入門としての「教育原理」と位置づけることが可能である。
　石山脩平編『教育原理』は、「序」の冒頭に以下のように記している。
　教職教養課程の１科目としての教育原理は教育の全分野についての
見透しをつけ、さらに個々の分野について深い研究を進めてゆくため
の導入の役割をはたすことを目的としている。したがってそれは新し
い教育の哲学的な考察に始まり、具体的な学校運営の方法に及ぶ広汎
な内容を含んでいる(80)。
　「教職教養課程の１科目としての教育原理」とあるので、教員免許状取
得のための「教育原理」の教科書として書かれたことが明らかである。そ
の内容として、教育哲学から学校運営までの「教育の全分野」を視野に入
れる旨が書かれている。章立てと執筆者は次の通りである。
第１章　教育の本質 石山脩平
第２章　制度 安藤堯雄
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第３章　課程             海後勝雄
第４章　学習指導            梅根　悟
第５章　生活指導－ガイダンス       井坂行男
第６章　評価－エバリュエーション 小見山栄一
第７章　学校の運営と管理                安藤堯雄
　次に、海後宗臣著『教育原理』を見よう。「序」において、まず従来の「教
育学」「教育概論」は哲学的な思想体系であったと述べる。
　従来の教育学或は教育概論という著作や講義は、････教育の原理な
るものを説いてきた。しかしその大部分は思索的教育学の学風を継い
だものであって、日々の教育実践とは相当にかけ離れた基本理論で組
み立てられていた。それらの内容は教育哲学に属することが多く、教
育についての体系ある思想として綿密につくり上げられているもので
はある(81)。
　しかし、教育実践上の問題解決に役立たないものであったと批判する。
　しかしながらこれでは刻下の複雑な教育実践上の問題に答える方途
を示す原理とはなり得ない(82)。　
　教育の現実に基礎を置き、教育実践を決定している原理を樹立すること
よって、日本の教育・教育学を進展させることができると述べている。
　われわれは今日、教育実践を決定している原理を、自からのものと
して組み立て、それを基として困難の中にある日本の教育を進展させ
ようとする。（中略）教育の現実に基礎をおき、然かも一貫した体系
を備え、歴史的社会的背景をもって立論し、今日の教育を進展させる
原理を樹立することこそ今日正しく要望せられている。（中略）私は
我が国における教育科学研究の進歩に寄与し、教育実践の基礎を築く
ためにこの著作を公にした(83)。
　この『教育原理』も教職必修科目の「教育原理」用に作成されたことは、
海後宗臣著『教育学五十年』の中で、この本について「教員養成の学校な
どにおいて、教育原理という新しい科目の講義がなされる際の参考にもと
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考えて著作した(84)」と書いてあることから明らかである。
　章立ては以下の通りである。　
１　生活における教育機能
２　教育の歴史社会性
３　教育の科学的研究
４　教育の基本構造
５　教育の場面と制度
６　教育目標と人間像
７　教育における人間交渉
８　教育内容の編成
９　学習方法の進展
10　生活指導の体制
　教育内容、学習方法、生活指導以外の分野についても多くの章が置かれ
ている。
　さて、次に文部省『初等教育の原理』を見よう。奥付を見ると、発行者
は東洋館出版社、刊行日は1951年６月25日付、価格150円となっている。
この図書は、日本教育大学協会によって文部省認定通信教育のテキストと
して採択された。そこで、内容と刊行年月日は全く同じであるが、表紙に
「日本教育大学協会選定」「文部省認定通信教育」、背表紙には「通信教育
テキスト」と記載、装丁が簡易化され、「非売品」と記された図書が存在
する。幼稚園・小学校教諭の免許状取得のために必要な４単位分に対応す
るテキストとして作られたのである(85)。
　執筆者は青木誠四郎を中心として、大学教員、小学校教員、文部省職員、
国立教育研究所員の計20名にのぼっている。本文318ページで、章立ては
次のようである。
第１章　新しい時代と教師
第２章　これまでの小学校の教育
第３章　教育は社会の改善にどのような役割をもっているか
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第４章　新教育の基本原理
第５章　教育の心理的基礎
第６章　教育課程研究の動向
第７章　学習指導法
第８章　学級運営の効果をあげるにはどうしたらよいか
第９章　ガイダンス＝プログラムの内容
第10章　評価は教育計画の改善にどのように役だつか
第11章　学校内において、民主的協力はどのようにして実現されたら
よいか
第12章　教育法規と教育財政　
　第１～４章で、従来の教育からの転換について述べている。その後は、
教育心理、教育課程、教育方法、学級運営、ガイダンス、教育評価等の内
容が並んでいる。教育心理学の内容が入っている点が、さきに見た石山や
海後の『教育原理』とは異なる。
　「まえがき」で、この本の目的を述べている。
　本書においては、小学校の教育の原理を明らかにし、教師が一般的
な教職的知識を獲得し、それを向上させることを援助しようとする目
的をもって書かれたものである(86)。
　一般的な教職的知識の獲得と向上への援助を目的としている｡ 章立てを
見ても、そのことは明らかである。そして、この書物が教職必修科目の「教
育原理」の教科書であることが説明されている。
　この書物のじゅうぶんな研究は、同時に教師が教師としての資格を
うるための単位の獲得にも役だつであろう。新しく制定された教員免
許法によれば、小学校教師は、初等教育の原理についての単位（４単
位）を必要とする。この単位は、教育課程、学習指導法、ガイダンス
を含むことになっている。したがって、本書においては、これらの領
域について、かなり詳しく述べてある(87)。
　小学校教諭の免許状取得のためには、初等教育の原理を４単位取得しな
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ければならない。同書は、「まえがき」で、初等教育の原理には、教育課程、
学習指導法、ガイダンスを含むことなっているので詳しく述べてあるが、
それらの題目以外の章も、これらの領域の研究に寄与すると説明している
(88)。さらに、同書末尾の「本書の要約」の冒頭には、「本書に述べたとこ
ろは、およそ初等教育者として心得ておくのがよいと考えられるあらゆる
方面にわたっている(89)」と書いてある。
　次に、日本教育大学協会編『中等教育原理』を見よう。「まえがき」で、
教職員通信教育用に中等学校の免許状取得に必要な「教育原理」３単位に
相当する内容をもりこんだものであると記されている。執筆者は12名で、
大学教員８名、国立教育研究所職員２名、文部省職員２名で、『初等教育
の原理』の執筆も兼ねているのは、東京教育大学の小見山栄一だけである
(90)。章だては以下のようである。
第１章 中等教育の原理
第２章 中等教育制度
第３章 中等学校の生徒の特質
第４章　 中等学校教育課程の概要
第５章　 市民及び家庭人への教育
第６章　 中等学校における職業指導
第７章　 中等学校における保健計画
第８章　 中等学校における特別教育活動の運営
第９章　 中等学校における生徒指導
第10章  中等学校の学習指導
第11章  中等学校の組織と管理
第12章 中等学校の施設
第13章  学校図書館及びその他の学習資料給源
第14章  学校と地域社会
第15章 中等学校の教育評価
　教育課程、教育方法、指導のほかにも、「市民及び家庭人への教育」、保
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健計画、学校施設、学校図書館、学校と地域社会など、様々の内容がもり
込まれている。ただし、『初等教育の原理』の目次にあった教育心理学は
ないことが注目される。
　第１章が「中等教育の原理」となっている。この章の中で「中等教育原
理」の目的を説明している。
　「中等教育原理」は、一つの統一ある新しい学校制度の中で、中等
学校がその果すべき機能を十分に果すために研究し、改善し、改革し
てゆかなければならない諸問題を明かにし、その研究のいとぐちをつ
け、改善、改革への意欲を培うことを目的としている(91)。  
　中等学校教育に関する諸問題を明らかにし、研究の端緒を見つけること
だと述べている。そして、「個々の問題についての一層立ち入った研究は
すべて他の専門的な科目で行われるはずである。」と続けている。つまり、
本書「中等教育原理」は入門科目である。
　この科目での課題は新しい中等学校の使命を明かにし、それを実現
するために解決すべき諸問題を大観し、その研究のいとぐちをつける
ことに止まる(92)。
　この後、新しい中等学校が従来と大きく異なることを力説している。
　ほかに、日本教育大学協会が編集発行した『教育原理』という通信教育
テキストもある。「教育原理」２単位に相当する内容で、本文150ページ
で『初等教育の原理』や『中等教育原理』より少ない。章立ては、『初等
教育の原理』や『中等教育原理』と同様、教育の広い領域をカバーしてい
る。
序説　教育原理の意義
第１章　教育の社会的基礎
第２章　教育の心理的基礎
第３章　学校と社会
第４章　教育目的
第５章　教育課程
横浜市立大学論叢人文科学系列　2017 年度：Vol.69　No.1
158
第６章　教育方法
第７章　教育評価
第８章　教育行政
　本書は序説で、「教育原理」が教育哲学や教育学概論とは異なると述べ
ている。教育哲学に対しては、「教育哲学という場合に、それをただ観想
的に考えたり、あるいは形而上学的にあつかおうとすることが多い(93)」と
批判し、「教育原理」はそれと異なって、実践的科学的であると説明する。
　教育原理という場合には、問題のとりあつかい方をより実践的に、
またより科学的にすることが意図され、古い歴史的な哲学としての教
育学から、とくに20世紀になって発達した科学としての教育学に移
ろうとする動機が見られるのである(94)。　
　教育学概論に対しては、「その内容が余りにもばく然としている」と批
判し、「教育原理という方が研究の焦点、つまりその内容や方法もはっき
りしており、実践に対しても実り多いように思われるのである(95)」と書い
ている。
　以上のように説明するのであるが、結局はあいまいである。
　コースとしての教育原理には、その概論的、入門的な意味も含まれ
ているし、ある意味での教育哲学に移行すべき契機もあることは認め
なければならない(96)。
　「教育原理」は、概論的、入門的であり、教育哲学的でもあるというの
である(97)。
　以上に見てきたように、戦後初期に出版された「教育原理」と際する図
書を見ると、東京教育大学内教育学研究室編の『教育原理』の内容は教育
学入門である。石山脩平編や海後宗臣著の『教育原理』そして通信教育の
「教育原理」のテキスト３冊の計５冊とも、「教育原理」についての説明が
共通している。第１に、従来の教育哲学ではないことである。これまでの
教育哲学を観念的だと批判している。第２に、教師となる上で必要な教育
学の広い領域を対象に据えていることである。第３に、実践との関わりを
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視野において作成されたという説明がなされている点である。
おわりに
（1）「教育原理」の内容と性格
　ＣＩＥの教師教育改革の力点は、教職科目の拡充であった。そのために、
1946年夏から師範学校のカリキュラム改革に着手した。木下一雄が校長
を務める東京第一師範学校師範学校がモデル校となり、アメリカのティー
チャースカレッジの教職カリキュラムを参考に、東京第一師範学校案を作
成した。「教育原理」はここに登場する。英語はPrinciples of Education で
あるから、あえて訳せば「教育の諸原理」である。ここでは「教育原理」
は最終学年に置かれ、教育の実際をふまえたうえで、教育の理論について
演習形式で討議する科目として想定されたのであった。翌年夏に全国の師
範学校教員や大学の教育学教員を集めて、教員養成のための研究集会が開
催された。ここでの「教育原理」の内容は教育目的の検討であった。
　1949年秋からの第２期ＩＦＥＬにおいて東京学芸大学で開催された教
育学部教授講習では、「教育原理」の３類型が説明される。第１は、１・
２年生向けの教育学入門、第２は３・４年生対象で、教育実習と並行して、
実習で直面する諸問題に共通する一般原理を学ぶ科目である。それは、教
育の意義、教育の理想・目的・目標、自発性・個性・社会性・自由・統合
という教育の原理、人間とは何かなどの単元で構成されるという。第３は
教育哲学で、４年生向けである。第３期ＩＦＥＬで東北大学を会場に行わ
れた教育学部教授講習では、「教育原理」は科目ではなく、領域として置
かれた。そして、それは教育入門、ガイダンス、教育課程・方法の科目に
よって構成された。同じ第３期に九州大学で開かれた教育学部教授講習で
は、「教育原理」を１年次の履修科目とした。先に見た東京第一師範学校
のカリキュラム案では最終学年の科目であったが、それとは逆である。
　1949年４月に新制大学が発足、その後免許法と施行規則が制定された。
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1950年度以降のＩＦＥＬは、新制大学で教職科目を担当する教員の育成
が中心となり、それまでの「教育長等講習」から「教育指導者講習会」に
改称した。1950年度の第５・６期講習では、とくに「教育原理」を研究
する講座が置かれた。ここでの研究対象は、教育の本質のほか、教育の歴
史的･心理的･社会的基礎、教師の地位、教育の目的・内容・方法、学校行
政、家庭教育、社会教育、特殊教育と、教育全般に及んだ。ほかに、研究
した教育課題も、６・３制、学力、職業教育、道徳教育、教師論というよ
うに、分野や研究方法には限定されていない。ＩＦＥＬの他の講座でとり
あげてもおかしくない問題である。このように、ここでの「教育原理」に
は特定の対象領域も方法も見られないのである。
　このＩＦＥＬ教育原理講座の研究集録でも、「教育原理」について３つ
の類型があると記述した。すなわち、①教育研究の入門ないし総論、②分
化した各教育学の分野に共通する基本的な概念、原理、思想等、③教育哲
学である。教育原理講座の日本人講師を務めた上村福幸は、その翌年に出
版の『教育研究入門』の中で、この分類を踏襲して説明している。
　1949年11月制定の免許法施行規則は、教職必修科目として「教育原理（教
育課程、教育方法及び指導を含む。）」をあげた。括弧書きにより、「教育
原理」の内容として教育課程、教育方法と指導を含めることになった（第
５･ ６条）。そして、教職選択科目の例示の中に「教育哲学」があげられ
たので、「教育原理」は明確に教育哲学とは別の科目となったのである(98)。
　1950年以降、「教育原理」と題するテキストの刊行が始まる。教職科目
の「教育原理」の教科書用に出版する以上、教育課程、教育方法そして指
導（ガイダンス）を含める必要があった。1951年までに刊行された図書
を見ると、いずれも広く教育学をカバーしており、教育学概説というべき
内容になっている(99)。占領終結後に行われた第９期ＩＦＥＬの「教員養成
カリキュラム」の講座は、教員養成学部における教職教育の基準を作成し
ようとしたものであった。ここで「教育原理」は、教職科目の中で初期の
段階に学ぶ科目として位置づけられた。すなわち、教育学入門である。以
161
高橋　教職科目「教育原理」誕生の研究―占領下の教職カリキュラム改革―
上のようにして、「教育原理」は同一名称のままで、教員養成大学では教
育学の入門科目とし、一般大学では教育学の概説科目として位置づけるこ
とができる科目となった(100)。 
（2）占領期の教職教育カリキュラム改革研究
　さて、教員養成のための研究集会、東京学芸大学での教育学部教授講習
の報告書や海後宗臣著『教育原理』など、本稿で検討した文書・資料の中
に、従来の教育学に対する批判がしばしば登場した。それは、ドイツの影
響が強く、観念的・体系的であっても実践的でなかったとの批判である。
しかし、従来の教育学の問題は、他になかったのであろうか。
　1937年以降の師範学校教育科の教育内容は、国体明徴運動以降の国体・
日本精神と皇国史観、超国家主義、軍国主義にもとづくものとなっていっ
た(101)。1943年に師範学校は専門学校レベルへ昇格したが、にもかかわらず、
師範学校の教科書は国定制になった。師範学校教育の内容は、以前にもま
して西欧近代思想の個人主義や合理主義を排除し、神話に基づく国体観念
を中心としたものになった。このような時代に、超国家主義の教育理論、
皇国史観に基づく教育学・教育論、あるいは国体を過度に強調する教育理
論が唱えられた。しかし本稿で検討した文献･資料には、これらに対する
批判が全くみられないのである。
　敗戦後は、軍国主義、超国家主義、大東亜共栄圏思想などは否定される。
学校教育はもちろん社会教育も含めて教育全般が民主主義に基づく教育に
転換する。公職追放で軍国主義に加担した政治家などが職を追われただけ
でなく、教員に対しても教職追放が行われた。ただし、それは杜撰で不十
分であったとの指摘も少なくない。
　1962年刊行の柳久雄・川合章編『現代日本の教育思想・戦前編』は、
満州事変から敗戦までの教育学者の思想を時代を追って検討している。同
書は「官制国粋主義教育」の論者のひとりとして玖村敏雄をあげて「日本
的教育学のイデオローグ」と位置づけ、「結局のところ、････天皇制ファ
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シズムへの服従をとき、････侵略戦争を倫理的に基礎づけ、それへの教育
に力を貸したことは、いなめないだろう」と述べている(102)。木下一雄、
海後宗臣、石山脩平などについては、「それぞれ日本的教育学の理論化に
つとめた。その理論は、ナチズム的民族教育学の主張から、大東亜共栄圏
の構想に照応した興亜教育学へと飛躍していった(103)」と論じている。
　五十嵐顕は1976年、戦前の教育に対する批判として、戦前の実践に対
する教育者としての教師の自己批判、教育刷新委員会における戦前の教育
政策に対する批判などがあげられるとした。しかし、それらに比べると、「戦
前の教育学にたいする批判はどうであったか。それははなはだしく微弱
だったと私はおもう。」と書いている。そして、それは「残された研究課
題である」と述べている(104)。
　長浜功は『教育の戦争責任』を1984年に出版した。そこでは、戦後活
躍した教育学者で、戦時下に「侵略戦争を肯定し、協力するような論文」
を書き「戦後においても教育界で活躍した人たち(105)」の戦前戦中の教育
論をとりあげてきびしく批判した。石山脩平、海後宗臣ほか、梅根悟、長
田新、海後勝雄、倉沢剛、宮原誠一、宗像誠也、矢川徳光など15名である。
　本稿に登場した石山脩平、玖村敏雄、木下一雄、海後宗臣は、戦後の教
員養成改革や教職教育・教育学の変革に大きな役割を果たした人々である。
彼らは、戦前戦中に国体･日本精神論に基づく教育論を展開し、さらには天
皇の下に東アジア地域を支配下に置くための教育の推進を主張じていた(106)。
既述のように、戦後教員養成改革に関する定評ある研究書である『教員養
成』は、考察の対象の中心を教員養成制
・ ・
度とし、教員養成カリキュラムに
ついては免許制度の問題にとどまり、内容には踏み込んでいない。戦前の
教員養成の欠陥について師範学校という制
・ ・
度に原因があるとしている。
誤った制度により教員養成教育がゆがめられたという論理構成をとってい
て、教育内容がどのように間違っていたかが論じられていない。
　『教員養成』は、1971年に刊行された。海後宗臣が監修者と編者を兼ね
ている。第１章の第１～３節は海後が執筆し、それ以外は、寺崎昌男、山
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田昇、林三平が執筆している。３人とも、東京大学で海後宗臣の指導を受
けた研究者たちである。戦前の教育学の中味に立ち入らず、したがって批
判や反省がないことは、この図書の執筆陣の構成と無関係ではないだろう。
ただし、1971年は、敗戦から26年後である。敗戦前に教員養成に携わっ
たり、大学で教育学を講じていた人々は50代・60代で、大学や学会にお
いて活躍中の者が少なくなかった。上述のような論理構成は、これらの教
育学者にとって自己批判を回避するために好都合であったと考えられる。
［注］
(1) 海後宗臣編『教員養成』戦後日本の教育改革８、東京大学出版会、1971年。
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全国民に対して確乎不抜に培はねばならぬ。････日本の国体はまことに
万邦無比である。この国体観念を明確にし、これを中核として日本国民
の団結統制を永遠に鞏固ならしめることは、我が国民教育最高の目標で
ある。（同前、44ページ。）
　第２は、皇室を中心とする全体国家へ奉仕するよう陶冶することである。
　絶対不動の皇統を中心とする国民の活動は、同時に全体国家への奉仕
であり、忠君は同時に愛国である。(中略)国民のすべてが私利私欲を去
り党派や階級の利己心を棄てて、国家全体のために活動するやうに陶冶
せられることは、それ故にまた日本教育の重要な理想である。（同前、
44 ～ 45ページ。）
　次に、玖村敏雄が日中戦争後の1939年に雑誌に書いた「興亜推進力の陶冶」
を見よう。八紘一宇の「理想」によって、天皇の威光を東洋の異民族に及ぼ
すのであるという。
　わが国の古典に八紘一宇の理想があり、太陽に象徴せらるゝ御稜威の
発現が予言せられてゐることを思はねばならぬ。(中略）皇化に浴せし
むることにより西洋の拘束から東洋を開放し、東洋人自らの生を得しめ
ようとするのである。それは３千年来わが国民が浴し来った皇恩の東洋
全体への光被である。(中略)厳然たる精神界の因果律ともいふべき趣を
以てわが皇室の御徳が異国家異民族まで或る形に於て及ぶのである。（玖
村敏雄「興亜推進力の陶冶－新国民教育の眼目－」『学校教育』1939年9
月号、学校教育研究会、58ページ。）
　このような時代の要請にこたえるためには、次のように、国民の一切の行
動が「君恩を負うていることを牢記」させせねばならぬと、述べる。
　興亜の推進力となるべき国民を養成しようとするならば、何よりも国
民をして先づこの大事業が君徳の顕現なるべきを理解せしめ、凡そわが
国民の一切の行動が常に君徳を負うてゐることを牢記せしめねばなら
ぬ。これ即ち臣民道の自覚であって、その徹底がわが国に於ては万古に
169
高橋　教職科目「教育原理」誕生の研究―占領下の教職カリキュラム改革―
不易なる教育の大道である。（同前、59ページ。）
　木下一雄については、1942年に錬成について書いた文章から引用しよう。
　我等の全生命が国家全体の目的から日本民族の歴史的使命達成のため
の高度の実践的教育が一層強く要求されるやうになった。この高度の教
育を錬成といふのであって、錬成はとりも直さず在来の教育といふ語で
あらはし切れぬ教育をいふのである。大東亜戦争の新しい構想に描かれ
た教育は錬成であって、錬成に於て初めて大東亜建設の大国民が育成さ
れるのである。（中略）錬成は肇国の精神に則り「武」の道の修練によっ
て新しき大東亜を建設する教育課程である。（中略）特別攻撃隊の貴き
忠烈によってすべて錬成の方途は啓示されてゐるのである。国民組織即
ち職域奉公組織の問題も、大東亜共栄圏民族政策の問題も、その他すべ
ての問題が、この「日本人は日本人自らを正しくする錬成」によって大
国民として解決するの鍵を与へられるのである。（木下一雄「大国民の
錬成と教育組織－『益良雄の行くとふ道』の錬成組織」『日本教育』
1942年５月号、国民教育図書、47 ～ 48ページ。）
　海後宗臣は占領下、本稿でみた「教員養成のための研究集会」だけでなく、
教育の様々の領域でＣＩＥに協力している。しかし、戦時中には『大東亜戦
争と教育』（1942年）や『日本の学校』（1943年）で、以下に引用するよう
な大東亜共栄圏建設のための教育論を展開していた。また、他にも多くの同
様の記事を教育雑誌や図書に書いていた。ここでは、『大東亜戦争と教育』
から引用しよう。
　学校に於ける教育の目標が国体の本源に基づいた皇国民の育成に帰一
してゐるのみならず、あらゆる人間育成の働きがこゝに帰趨して全一性
を備へねばならない。最近に於ける全体の教育動向は、皇国民たるの資
質を育成して大東亜建設の一員たらしめることに帰向しつゝあるのを認
めることが出来る。かゝる国民教育体制の帰向しつゝある方向をさらに
促進せしめることは、単に国土内に於ける教育に力あらしめるためのみ
でなく、大東亜諸地域の教育を皇国へと嚮導せしめる根源力ともなるも
のである。我々は大御稜威の下に於いて皇国民としてその建設に挺する
といふ精神態度を育成することに於いて、国民教育の方向を指示して来
てゐるのである。そのことは国民教育全般の帰趨すべきところであつて、
これが闡明されてゐることは、そのまゝに於いて全東亜の教育をして、
皇国の大業と帰一することによってその存立の意義あることを覚らしむ
るものである。（海後宗臣「大東亜戦争と教育」『日本文化』第87号、
1943年３月、日本文化協会、21 ～ 22ページ。本書は、前年文部省教学
局から刊行された『大東亜戦争と教育』（教学叢書）を転載したもので
ある。）
